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令和６年度野木町一般会計、各特別会計歳入歳出決算 

及び基金運用状況審査意見書 

 

第１．審査の対象 

 

１．令和６年度野木町一般会計歳入歳出決算・・・・・・・・・・Ｐ２～６ 

２．令和６年度財産に関する調書・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ７～８ 

３．令和６年度野木町国民健康保険特別会計歳入歳出決算・・・・Ｐ９～１１ 

４．令和６年度野木町介護保険特別会計歳入歳出決算・・・・・・Ｐ１２ 

５．令和６年度野木町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算・・・Ｐ１３ 

６．令和６年度野木町営墓地事業特別会計歳入歳出決算・・・・・Ｐ１４ 

 

第２．審査の期間 

 

令和７年７月２２日（火）～令和７年７月２５日（金） 

 

第３．審査の実施内容  

 

１．審査に付された一般会計及び各特別会計歳入歳出決算について、決算その他関係書類 

が法令に適合しかつ正確であるか、及び適正かつ効率的・効果的な予算の執行を行なっ 

ているかを主眼に、それぞれの歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、会 

計別予算執行状況等並びに各関係書類、証拠書類を審査するにあたり、例月出納検査、 

定例監査等も参考にし、更に関係職員からの説明を求めながら、計数の正確性や予算執 

行上の適否に重点を置いて審査を行なった。 

 

２．財産に関する調書については、公有財産、物品、債権及び基金の運用状況を示す書類 

の計数が正確であるか審査を行なった。 

特に基金については、運用が確実かつ効率的に行なわれているかを主眼に、各々の台 

帳等により計数の正確性や増減・現在高など照査した。 

 

３．決算の概要と審査の結果及び意見は、以下のとおりである。 
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第４．決算の概要  

 

１．一 般 会 計  

 

（１）概  要 

 

   一般会計の予算現額は、10,341,929,000円である。前年度に比較して734,769,000円 

の増で、これに対する決算額は、歳入10,049,534,126円（予算現額に対する割合97.2％）、 

歳出9,582,325,006円（予算現額に対する割合92.7％）である。 

 

   当年度の歳入歳出差引額は467,209,120円で、このうち財政調整基金に190,000,000円 

を繰り入れし、277,209,120円を翌年度へ繰り越した。 
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（２）歳   入 
     

一般会計の歳入決算状況は次のとおりである。 
 

一 般 会 計 歳 入 決 算 状 況                
                                      （単位：円） 

区 分 予算現額(Ａ) 調定額(Ｂ) 収入済額(Ｃ) 不納欠損額 収入未済額 
(Ａ)に対する 

(Ｃ)の増減額 

(Ｂ)に対する

収入率(％) 

５年度 9,607,160,000 9,527,381,583 9,454,287,879 8,170,588 64,923,116 △152,872,121 99.2 

６年度 10,341,929,000 10,128,737,770 10,049,534,126 6,462,742 72,740,902 △292,394,874 99.2 

比較増減 734,769,000 601,356,187 595,246,247 △1,707,846 7,817,786 △139,522,753 0.0 

 

う ち 町 税 徴 収 状 況                   

（単位：円） 

 

区 分 

 

予算現額(Ａ) 

 

調定額(Ｂ) 

 

収入済額(Ｃ) 

 

不納欠損額 

 

収入未済額 
(Ｂ)に対する

収入率(％) 

構成比 

(収入総額に対

する率)(％) 

５年度 3,724,701,000 3,844,056,969 3,771,993,415 8,170,588 63,892,966 98.1 39.9 

６年度 3,844,363,000 3,950,506,115 3,872,323,421 6,462,742 71,719,952 98.0 38.5 

比較増減 119,662,000 106,449,146 100,330,006 △1,707,846 7,826,986 △0.1 △1.4 

  

歳入決算額は、前年度に比較して 595,246,247 円の増であり、予算現額に対しては 292,394,874 円少なく、予算現額に対する収入 

 率では 97.2％、調定額に対する収入率は 99.2％である。 

  なお、町税の調定額に対する収入率は 98.0％で前年度を 0.1 ポイント下回った。 
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（３）歳   出    

      

一般会計の歳出決算状況は次のとおりである。 

 

一 般 会 計 歳 出 決 算 状 況                  

（単位：円） 

 

当初予算額は、8,851,000,000 円で、補正予算により 1,161,227,000 円を増額し、前年度からの繰越額 329,702,000 円を合わせ 

た予算現額は 10,341,929,000 円となっている。 

   この予算現額に対する支出済額は 9,582,325,006 円、執行率は 92.7％で、前年度を 0.5 ポイント下回った。 

   なお、翌年度繰越額は、繰越明許費による 493,717,000 円となっている。 

 

   各款ごとの執行状況については、次の「款別執行状況」のとおりである。 

 

区 分 

 

予算現額 

         

支出済額 

翌年度繰越額 

不 用 額 

金 額 執行率(％) 金 額 
予算現額に 

対する率(％) 

５年度 9,607,160,000 8,955,098,382 93.2 329,702,000 322,359,618 3.4 

６年度 10,341,929,000 9,582,325,006 92.7 493,717,000 265,886,994 2.6 

比較増減 734,769,000 627,226,624 △0.5 164,015,000 △56,472,624 △0.8 
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款 別 執 行 状 況 

                                   （単位：円） 

区 分 年度 予算現額 支出済額 執行率 (％) 

議会費 
５年度 108,451,000 107,341,376 99.0 

６年度 103,901,000 102,900,836 99.0 

総務費 
５年度 1,001,754,000 955,604,664 95.4 

６年度 1,286,637,000 1,220,945,441 94.9 

民生費 
５年度 3,674,650,000 3,445,710,391 93.8 

６年度 3,762,304,000 3,604,892,724 95.8 

衛生費 
５年度 972,671,000 943,594,461 97.0 

６年度 937,109,000 907,797,856 96.9 

農林水産業費 
５年度 280,786,000 272,771,559 97.1 

６年度 313,506,000 304,329,715 97.1 

商工費 
５年度 322,992,000 301,455,115 93.3 

６年度 149,641,000 145,190,483 97.0 

土木費 
５年度 891,981,000 817,505,900 91.7 

６年度 947,134,000 870,211,823 91.9 

消防費 
５年度 322,009,000 318,786,266 99.0 

６年度 363,225,000 350,407,556 96.5 

教育費 
５年度 1,256,346,000 1,029,117,280 81.9 

６年度 1,787,970,000 1,391,872,284 77.8 

災害復旧費 
５年度 53,275,000 49,480,035 92.9 

６年度 1,000 0 0.0 

公債費 
５年度 713,737,000 713,731,335 100.0 

６年度 683,784,000 683,776,288 100.0 

諸支出金 
５年度 1,000 0 0.0 

６年度 1,000 0 0.0 

予備費 
５年度 8,507,000 0 0.0 

６年度 6,716,000 0 0.0 

歳出合計 
５年度 9,607,160,000 8,955,098,382 93.2 

６年度 10,341,929,000 9,582,325,006 92.7 
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（４）審査の結果  

審査に付された一般会計の決算書並びに附属書その他関係書類は、いずれも関係法令等に

準拠して作成されており、計数は正確でその管理状況も適正である。また、適正かつ効率的・

効果的な予算の執行を行なっていることが認められた。 

なお、歳出予算の流用については全て地方自治法の規定によるもので、適正であることが

認められた。 

  

（５） 意  見 

ア．歳入について、歳入全体の収入済額は、前年度と比較して、595,246,247円（6.3％）増 

加した。主な要因としては、町税が固定資産税の増収よる増、国庫支出金が新型コロナウ 

イルス感染症対応地方創生臨時交金の終了により減となったが、物価高騰対応重点支援地 

方創生交付金や子どものための教育・保育給付交付金等により増、町債が新橋小学校屋上 

防水改修事業や佐川野小学校校舎外壁改修事業、道路整備事業等の起債による増のほか、 

地方特例交付金、地方交付税、県支出金なども前年度を上回ったため、歳入増となった。 

イ．町税の調定額に対する収入率は前年度を0.1ポイント下回る98.0％で、3,872,323,421 

円の収入を確保したが、収入総額に占める町税の割合は38.5％で、前年度を1.4ポイン 

ト下回った。 

税の不納欠損額は、6,462,742円で前年度比1,707,846円の減（△20.9％）となってい 

るが、税負担の公平性の観点からも、さらに消滅時効前の徴収業務を強化し、収納率の 

向上に一層努められたい。 

ウ．地方交付税は1,456,239,000円であり、前年度比17,080,000円(1.2％)の増となってい 

るが、財政環境は依然厳しい状況にあることから、自主財源の確保及び事務の合理化・効 

率化をさらに進め、経費節減等になお一層努められたい。 

エ．町債は、発行額500,000,000円であり、前年度より221,700,000円(79.7％)の増となっ 

ている。たとえ地方交付税措置のある地方債であっても実質的には借り入れであり、将来 
負担軽減のため、起債については慎重に当たられたい。 

オ．歳出は、予算現額10,341,929,000円に対して、支出済額9,582,325,006円、執行率は 

92.7％で、前年度を0.5ポイント下回った。繰越明許費による翌年度繰越事業については、 

１７事業で計493,717,000円となった。 

カ．予備費の充当額は前年度より僅かに増加したが、流用の件数は減少した。 

  不用額は、265,886,994円で前年度比56,472,624円の減(△17.5％）となった。 

   各部署においては、多額の不用額が生じないよう、適切な予算額の算定により、金額が 

確定したものは適時、補正減等を行い、予算管理の徹底に努め、創意工夫等によって、効 

率的・効果的な予算執行に当たられたい。 

キ．今後も、物価上昇の継続や深刻な人手不足等の影響が懸念され、財源確保が厳しい状況 

が予想されるため、引き続き行財政改革の推進を図り、持続可能な財政運営に努められた 

い。 
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２．財 産 に 関 す る 調 書  

 

（１）公 有 財 産 

 

ア．土地及び建物 

（単位:㎡ 小数点以下四捨五入） 

区 分 
土 地（地積） 建 物（延面積） 

増 減 現在高 増 減 現在高 

行
政
財
産 

本 庁 舎 0 24,307 0 5,308 

その他の 

公共施設 
0 8,198 0 1,481 

公共用財産 0 750,598 0 70,178 

普通財産 240 117,632 0 1,134 

合  計 240 900,735 0 78,101 

 

土地の普通財産の増は、丸林地内に多目的用地として２４０㎡を取得したことによ 

よるもので、土地の行政財産及び公共用財産は増減がなく、現在高は前年度と同じで 

ある。 

建物については、行政財産、公共用財産及び普通財産すべて増減がなく、現在高は 

前年度と同じである。 

 

イ．並木杉の現在高は、前年度と同じく１本である。 

 

ウ．無体財産権（著作権）の現在高は、前年度と同じく４件である。 

 

エ．有価証券（株券）の現在高は、前年度と同じく２件で合計5,050,000円である。 

 
オ．出資による権利 

前年度と同じく栃木県農業信用基金協会出資金他１０団体に対しての合計 

13,869,000円の現在高である。 
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（２）物  品 

 

      乗用車ほか１３種の車輌等で、乗用車1台が減、買い替えによりライトバン１台を減 

し、軽自動車１台を増したことで、現在高合計は７９台となった。 

 

（３）債  権 

 

      該当なし 

 

（４）基  金 

 

     基金は、財政調整基金ほか１２基金で、前年度に比較して119,699,733円の増となり、

基金全体の現在高は 2,620,342,284円となっている。 

   増額となった主な要因は、特別会計の国民健康保険財政調整基金 43,736,549 円の増、

介護保険給付費準備基金97,721,460円の増で、剰余金の積立てによるものである。 

    なお、財政調整基金については、前年度決算剰余金の積立て230,000,000円及び基金  

  積立627,706円による増はあったが、一般会計へ261,078,000円を繰り出したことに 

より30,450,294円の減となった。 

    また、当初予定していた減債基金、公共施設整備基金、義務教育施設整備基金から一般 

会計への繰り出しは、他の財源を確保したため無かった。 

     

（５）審査の結果及び意見 

 

審査に付された各調書、関係書類、証拠書類について審査した結果、正確であることが 

認められた。 

基金の運用状況については、計数は正確かつ適正であり、当該基金の設置目的に従って 

確実かつ効率的に運用管理されていることが認められた。 

今後とも、健全な財政運営を図るため、安定した基金の保有に努められたい。 
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３．国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

 

（１）歳 入 歳 出 

 

 国民健康保険特別会計の歳入歳出決算状況は次のとおりである。 

 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 

                                  （単位：円） 

区 分 予算現額 
決  算  額 

予算現額に 

対する率(％) 

歳 入 歳 出 残 額 収入率 支出率 

５年度 2,823,634,000 2,853,081,023 2,745,921,538 107,159,485 101.0 97.2 

６年度 2,837,244,000 2,714,998,797 2,601,408,748 113,590,049 95.7 91.7 

比較増減 13,610,000 △138,082,226 △144,512,790 6,430,564 △5.3 △5.5 

 

う ち 国 民 健 康 保 険 税 徴 収 状 況     

（単位：円） 

区分 予算現額 調定額 収入済額 
不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

収入率 
( 対 調 定

額)(％) 

構成比 
(対収入総

額)(％) 

５年度 545,308,000 656,720,734 551,785,140 11,019,291 93,916,303 84.0 19.3 

６年度 526,372,000 631,334,271 534,593,876 10,824,569 85,915,826 84.7 19.7 

比較増減 △18,936,000 △25,386,463 △17,191,264 △194,722 △8,000,477 0.7 0.4 

 

歳入決算額は2,714,998,797円で、前年度に比較して138,082,226円の減（△4.8％）で 

ある。 

保険税については、調定額631,334,271円に対し、収入済額534,593,876円で不納欠損額 

が10,824,569円、収入未済額が85,915,826円となっており、調定額に対する収入率は 

84.7％で前年度より0.7ポイント上回った。 

歳出決算額は2,601,408,748 円で、前年度に比較して144,512,790 円の減となっている。 

歳入歳出差引額は、113,590,049円で翌年度への繰越金となった。 

 

なお、歳出の款別前年度対比状況は次表のとおりである。 
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款 別 前 年 度 対 比 状 況 

 

                                  （単位：円） 

区  分 年度 予算現額 支出済額 
支出済額の 

前年度対比 (％) 

総 務 費 
５年度 48,813,000 45,342,114 

106.1 
６年度 52,687,000 48,099,242 

保険給付費 
５年度 1,991,267,000 1,983,737,158 

90.5 
６年度 1,963,469,000 1,795,593,061 

国民健康保険 

事業費納付金 

５年度 725,274,000 666,042,229 
98.2 

６年度 700,103,000 654,088,735 

共同事業拠出金 
５年度 120,000 119,475 

100.0 
６年度 120,000 119,524 

保健事業費 
５年度 25,205,000 19,851,864 

100.6 
６年度 25,218,000 19,967,522 

積 立 金 
５年度 14,713,000 14,709,041 

297.3 
６年度 43,738,000 43,736,549 

諸支出金 
５年度 17,940,000 16,119,657 

246.9 
６年度 42,053,000 39,804,115 

予 備 費 
５年度 302,000 0 

  ―  
５年度 9,856,000 0 

歳出合計 
５年度 2,823,634,000 2,745,921,538 

94.7 
６年度 2,837,244,000 2,601,408,748 
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（２）審査の結果 

審査に付された決算書並びに附属書その他関係書類は、いずれも関係法令等に準拠して 

作成されており、計数は正確である。また、適正かつ効率的・効果的な予算の執行を行な 
っていることが認められた。 

  

（３）意  見 

ア． 保険税の収入未済額は、前年度より8,000,477円の減となっている。引き続き被保険 

 者に対し国保制度について十分に理解を求め、保険税滞納者に対しては、納税相談等に 

より、個々の滞納状況を把握し関係各課との連携を密にして、さらなる滞納額の減少に 

努め、収納率の向上を図られたい。 

 

イ． 保険税の不納欠損額については、前年度より194,722円の減となっているが、負担 

に対する公平性の確保のためにも不納欠損を発生させぬよう、今後とも滞納者への積極 

的な対応によって、消滅時効前の収納に努められたい。 

 

ウ． 歳出では、今後とも医療費にかかる支出の抑制のため、さらなる疾病予防対策、特に 

特定健診の受診率の向上及び適正受診等の啓発に努められたい。 

 

エ． 受益者負担の原則に則り、一般会計からの繰入等の抑制のため、今後とも国保財政の 

健全化を図るための財源確保と国民健康保険財政調整基金の充実に努められたい。 
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４．介 護 保 険 特 別 会 計 

 

（１）歳 入 歳 出 

     

介護保険特別会計の歳入歳出決算状況は次のとおりである。 

 
歳 入 歳 出 決 算 状 況 

（単位：円） 

区分 予算現額 
決  算  額 

予算現額に 

対する率(％) 

歳 入 歳 出 残 額 収入率 支出率 

５年度 2,432,219,000 2,462,514,284 2,242,011,476 220,502,808 101.2 92.2 

６年度 2,429,363,000 2,482,241,713 2,374,332,612 107,909,101 102.2 97.7 

比較増減 △2,856,000 19,727,429 132,321,136 △112,593,707 1.0 5.5 

     

歳入決算額は、2,482,241,713円で、前年度に比較して19,727,429円(0.8％)の増とな 

っている。 

保険料は、調定額623,646,076円に対し、収入済額619,485,401円となっており、調定 

額に対する収入率は99.3％で、前年度を0.1ポイント上回った。 

なお、不納欠損額は1,304,380円であった。 

歳出は、予算現額2,429,363,000円に対し、決算額2,374,332,612円で支出率97.7％、 

不用額55,030,388円となっている。 

歳入歳出差引額は、107,909,101円で翌年度への繰越金となった。 

 

（２）審査の結果 

審査に付された決算書並びに附属書その他関係書類は、いずれも関係法令等に準拠し 

て作成されており、計数は正確である。また、歳出予算の流用については全て地方自治 
法の規定によるものであり、適正かつ効率的・効果的な予算の執行を行なっていること 

が認められた。 
   

（３）意  見 

保険料の収入未済額及び不納欠損額は減少となっているが、滞納者に対しては、負担 

に対する公平性の確保のためにも不納欠損を発生させぬよう、消滅時効前の収納に努め 

るとともに、今後とも他会計との連携を密にして、より一層の保険料徴収強化に努めら 

  れたい。 
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５．後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 

 

（１）歳 入 歳 出 

  

後期高齢者医療特別会計の歳入歳出決算状況は次のとおりである。 

 
歳 入 歳 出 決 算 状 況  

                                  （単位：円） 

 

歳入決算額は、446,343,036円で、前年度に比較して65,354,926円(17.2％)の増とな 

っている。 

保険料は、調定額348,012,730円に対し、収入済額346,623,430円となっており、調定 

額に対する収入率は 99.6％で、前年度より0.3ポイント下回った。 

なお、不納欠損額は189,100円であった。 

歳出は、予算現額445,877,000円に対し、決算額438,561,495円で支出率98.4％、不 

用額7,315,505円となっている。 

歳入歳出差引額は、7,781,541円で翌年度への繰越金となった。 

 

（２）審査の結果 

審査に付された決算書並びに附属書その他関係書類は、いずれも関係法令等に準拠して 
作成されており、計数は正確である。また、適正かつ効率的・効果的な予算の執行を行な 
っていることが認められた。 

  

（３）意  見 

保険料の収入未済額及び不納欠損額は増加しており、滞納者に対しては、負担に対する 

公平性の確保のためにも不納欠損を発生させぬよう、消滅時効前の収納に努めるとともに、 

今後とも他会計との連携を密にして、より一層の保険料徴収強化に努められたい。 

 

 

区分 予算現額 
決  算  額 

予算現額に 

対する率(％) 

歳 入 歳 出 残 額 収入率 支出率 

５年度 379,727,000 380,988,110 375,604,999 5,383,111 100.3 98.9 

６年度 445,877,000 446,343,036 438,561,495 7,781,541 100.1 98.4 

比較増減 66,150,000 65,354,926 62,956,496 2,398,430 △0.2 △0.5 
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６．町 営 墓 地 事 業 特 別 会 計 

 

（１）歳 入 歳 出 

   

町営墓地事業特別会計の歳入歳出決算状況は次のとおりである。 

 

歳 入 歳 出 決 算 状 況 

                                  （単位：円） 

区分 予算現額 

決  算  額 
予算現額に 

対する率(％) 

歳 入 歳 出 残 額 収入率 支出率 

５年度 48,348,000 51,080,721 13,971,860 37,108,861 105.7 28.9 

６年度 51,483,000 49,346,661 14,331,322 35,015,339 95.9 27.8 

比較増減 3,135,000 △1,734,060 359,462 △2,093,522 △9.8 △1.1 

   

歳入決算額は、49,346,661円で、前年度に比較して1,734,060円の減(△3.4％)となっ 

ている。 

歳出は、予算現額51,483,000円に対し、決算額14,331,322円で支出率27.8％、不用 

額37,151,678円となっている。 

歳入歳出差引額は、35,015,339円で翌年度への繰越金となった。 

 

（２）審査の結果 

審査に付された決算書並びに附属書その他関係書類は、いずれも関係法令等に準拠し 

  て作成されており、計数は正確である。また、適正かつ効率的・効果的な予算の執行を 
行なっていることが認められた。 

 

（３）意  見 

例年、多額の予備費が不用額となっており、公債費の繰り上げ償還を検討するなど適正 

  な処理に努められたい。 
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令和６年度野木町水道事業会計、下水道事業会計決算審査意見書 

 
第１．審査の対象   

 
１．令和６年度野木町水道事業会計決算・・・・・・・・・Ｐ１５～１６ 
２．令和６年度野木町下水道事業会計決算・・・・・・・・Ｐ１７～１８ 

 
第２．審査の期間   

 
令和７年７月２２日（火）～令和７年７月２５日（金）  

 
第３．審査の実施内容 

 
決算その他関係書類が法令に適合し、かつ正確であるか及び適正かつ効率的・効果的な 

予算の執行を行なっているかを主眼に、例月出納検査、定例監査等も参考にし、決算報告 

書及び決算附属書類並びに各関係書類、証拠書類を審査し、計数の正確性、財政状況及び 
経営状況、予算執行上の適否など、事業全般にわたり審査を行なった。 

 
第４．決算の概要 

 
１．水道事業会計 

 
（１）収益的収入及び支出 

 
収益的収支予算、決算の対比状況は、次のとおりである。 

 
収 益 的 収 支 予 算 ・ 決 算 対 比 表（消費税込） 

   （単位：円） 

区  分 予  算 決  算 

収  益 397,966,000 387,728,689 

費  用 386,523,000 362,201,030 

（収益－費用） 11,443,000 25,527,659 

 
 

-15- 



収益決算額は、387,728,689円で、予算額397,966,000円に対し、10,237,311円少ない。 

費用決算額は、362,201,030円で、予算額386,523,000円に対し、24,321,970円少ない。 

収支面では、水道事業収益344,828,377円(消費税抜)に対し、水道事業費用 

347,060,114円 (消費税抜)で当年度純損失2,231,737円の赤字となり、前年度繰越利益 

剰余金にて補填してある。 

 

（２）資本的収入及び支出 

 
 資本的収支予算、決算の対比状況は、次のとおりである。 

   
資本的収支予算・決算対比表（消費税込）   

                          （単位：円） 

区  分 予  算 決  算 

収  入 308,562,000 271,080,000 

支  出 431,320,000 379,938,380 

（収入－支出） △122,758,000 △108,858,380 

 

収支面では、建設改良費の財源として、企業債140,200,000円、思川浄水場施設整備基

金繰入金 130,000,000 円及び工事負担金 880,000 円の合計 271,080,000 円が資本的収入

（消費税込）であることに対し、資本的支出は 379,938,380 円（消費税込）であり、

108,858,380 円の不足が生じたため、損益勘定留保資金、消費税及び地方消費税資本的収

支調整額で補填している。    

 
（３）審査の結果 

審査に付された決算報告書並びに附属書その他関係書類は、いずれも関係法令等に準 
拠して作成されており、計数は正確で適正かつ効率的・効果的な予算の執行を行なって 

いることが認められた。 
 

（４）意  見 

今後とも企業経営の基本的原則に立ち、収納率の向上に努められたい。 
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２．下水道事業会計 

 
（１）収益的収入及び支出 

 
収益的収支予算、決算の対比状況は、次のとおりである。 

   
収益的収支予算・決算対比表（消費税込） 

                       （単位：円） 

区  分 予  算 決  算 

収  益 783,063,000 786,017,883 

費  用 674,353,000 650,299,464 

（収益－費用） 108,710,000 135,718,419 

 
収益決算額は、786,017,883円で、予算額783,063,000円に対し、2,954,883円多い。 

費用決算額は、650,299,464円で、予算額674,353,000円に対し、24,053,536円少ない。 

収支面では、下水道事業収益759,211,409円(消費税抜)に対し、下水道事業費用 

640,848,216円 (消費税抜)で当年度純利益118,363,193円の黒字となった。  
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（２）資本的収入及び支出 

 
      資本的収支予算、決算の対比状況は、次のとおりである。 

   
資本的収支予算・決算対比表（消費税込）  

                         （単位：円） 

区  分 予  算 決  算 

収  入 495,151,000 458,091,900 

支  出 758,447,000 728,095,896 

（収入－支出） △263,296,000 △270,003,996 

          
収支面では、建設改良費の財源として、企業債319,600,000円、国県補助金133,560,000 

円及び受益者負担金及び分担金4,931,900円の合計458,091,900円が資本的収入合計（消 

費税込）であることに対し、資本的支出は728,095,896円（消費税込）であり、270,003,996 

円の不足が生じたため、損益勘定留保資金、建設改良積立金、消費税及び地方消費税資本 

的収支調整額で補填している。 

 なお、翌年度に7,838,000円を繰り越している。 

 
（３）審査の結果 

審査に付された決算報告書並びに附属書その他関係書類は、いずれも関係法令等に準 
拠して作成されており、計数は正確で適正かつ効率的・効果的な予算の執行を行なって 

いることが認められた。 
 

（４）意  見 
使用料の負担に対する公平性の確保及び健全運営のために、より一層の収納率の向上 

に努められたい。 
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